
































































































































び取った。1989年 3月 25日の第 4回ユネスコ国際成人教育会議で採択されたユネスコ学
習権宣言において、次のような記述がある。「学習権は、未来のためにとっておかれる文
化的贅沢品ではない。それは、生き残るという問題が解決されてから生じる権利ではない。
それは、基礎的な欲求が満たされたあとに行使されるようなものではない。学習権は、人
間の生存にとって不可欠な手段である」。また、多文化共生社会における外国人児童・生
徒の教育の問題や課題は、制度や教育政策といった観点だけでは十分に精査できない事例
に直面し、真の問題解明には、根底にある「ことばの問題」の深さに気付き、その解決を
図るために、「ことばの力」を習得する必要性があるという課題に対応する現実と対峙で
きたことも収穫であった。日本語教育実践研究は、そうした「ことばの問題」を探求する
ためにあるとも言える。
最後に、この特集で扱った内容は、実践日本語教育研究を指導する立場にある教員へ
のメッセージも込められている。我々は、日本語学習者や教育実践現場の「多様性」を
観念的に捉えるのではなく、多様な日本語教育現場で体得し実感する必要がある。それ
は、大学院生を研究指導する立場にある研究者こそが、自己モニターを働かせ、率先垂
範すべきではないだろうか。その場合、「多様性」の体得は、大学が主導する、Faculty 
Development Program（FDプログラム）などといった組織的な研修によって、必ずしも
学べる課題ではなく、教育研究者一人ひとりが自覚し、自己内省力を活性化していくほか
に手立てはない。本特集の主題にもなっている「多文化社会における日本語教育実践研究」
と、自らの学問領域や日本語教育観とは、どのような異同があるのか、単に時流に乗り遅
れまいとする態度で臨むと、自らの研究志向性も揺らぎ、研究指導にも影響が出る危険性
がある。「実践を指導する側の教育観とは何か」こそ、問われるべきである。そのためにも、
日本語教育関係者による、一人ひとりの「教育実践研究観」を醸成する時期に来ている。
